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１  

は
じ
め
に

　

本
市
の
外
国
人
人
口
は
、
２
０

１
９
（
平
成
31
）
年
４
月
末
に
初

め
て
10
万
人
を
突
破
し
、
今
後
総

人
口
が
減
少
傾
向
に
転
じ
る
こ
と

が
見
込
ま
れ
る
中
に
あ
っ
て
、
な

お
増
加
傾
向
が
続
い
て
い
る
。

　

そ
の
数
は
、
全
国
の
自
治
体
の

中
で
大
阪
市
に
次
い
で
２
番
目
に

多
く
、
前
年
の
増
加
数
は
国
内

ト
ッ
プ
と
な
っ
た
（
表
１
）。

　

な
お
、
本
稿
で
取
り
上
げ
る
人

口
は
、
住
民
基
本
台
帳
に
基
づ
く

「
登
録
人
口
」
で
あ
り
、
国
勢
調

査
の
確
定
値
を
基
に
し
た
「
推
計

人
口
」
と
は
定
義
が
異
な
る
。

　

外
国
人
は
、
か
つ
て
は
外
国
人

登
録
制
度
と
い
う
、
日
本
人
と
は

別
の
制
度
で
把
握
さ
れ
て
い
た

が
、
２
０
１
２
（
平
成
24
）
年
に

「
住
民
基
本
台
帳
法
の
一
部
を
改

正
す
る
法
律
」
が
施
行
さ
れ
て
か

ら
、
外
国
人
も
日
本
人
と
同
様

に
、
観
光
や
出
張
な
ど
に
よ
る
短

期
滞
在
者
を
除
き
、
住
民
票
が
作

成
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
住
民

基
本
台
帳
へ
の
登
録
に
よ
り
、
年

齢
別
や
動
態
な
ど
各
種
統
計
が
と

れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。

２  

外
国
人
の
増
加
の
推
移

　

本
市
に
お
い
て
外
国
人
が
増
加

し
始
め
た
の
は
い
つ
頃
か
ら
か
。

図
１
で
、
外
国
人
登
録
法
が
施
行

さ
れ
た
１
９
５
２
（
昭
和
27
）
年

以
降
の
推
移
を
み
る
と
、
１
９
８

０
（
昭
和
55
）
年
ま
で
は
微
増
傾

向
が
見
ら
れ
る
も
の
の
、
ほ
ぼ
１

～
２
万
人
台
で
比
較
的
安
定
し
て

い
た
。

　

し
か
し
、
80
年
代
後
半
に
な
る

と
急
増
し
、
外
国
人
は
３
万
人
を

超
え
、
こ
の
時
期
に
外
国
人
の
大

幅
な
流
入
超
過
が
あ
っ
た
こ
と
を

示
し
て
い
る
。

　

２
０
０
０
（
平
成
12
）
年
時
点

で
は
外
国
人
は
５
万
人
を
超
え
、

そ
の
後
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
や

東
日
本
大
震
災
の
影
響
で
若
干
、

増
加
の
勢
い
は
停
滞
す
る
が
、
近

年
に
な
る
と
再
び
増
加
幅
が
大
き

く
な
り
、
２
０
１
９
（
平
成
31
）

年
に
10
万
人
に
達
し
た
。

　

１
９
８
０
年
か
ら
の
約
40
年

間 

で
、
総
人
口
の
増
加
が
１
・

３
倍
（
約
２
８
１
万
人
か
ら
３
７

５
万
人
）
で
あ
る
の
に
対
し
、
外

国
人
人
口
は
５
倍
近
く
増
加
し
た

こ
と
に
な
る
。
そ
れ
に
伴
い
、
総

人
口
に
占
め
る
割
合
も
、
１
９
８

０
年
に
０
・
７
％
だ
っ
た
も
の

が
、
２
０
１
９
年
に
は
２
・
７
％

と
４
倍
ほ
ど
に
拡
大
し
て
い
る
。

３  

国
籍
別
の
推
移

　

表
２
で
、
国
籍
別
に
推
移
を
み

る
と
、
１
９

５
２
（
昭
和

27
）
年
か
ら

１
９
８
５

（
昭
和
60
）

年
頃
ま
で
、

外
国
人
の
半

数
を
占
め
て

い
た
の
は
、

戦
後
、
そ
の

多
く
が
日
本

へ
の
在
留
を

選
択
し
た
韓

国
・
朝
鮮
で

あ
り
、
他
の

国
籍
は
中

国
、
米
国
、

英
国
が
比
較

的
多
い
程
度
で
、
そ
れ
ら
以
外
は

極
め
て
少
な
い
状
況
で
あ
っ
た
。

　

と
こ
ろ
が
、
80
年
代
後
半
か
ら

ア
ジ
ア
諸
国
に
お
い
て
高
度
成
長

を
果
た
し
た
日
本
へ
の
留
学
や
就

労
の
関
心
度
が
高
ま
り
、
中
国
や

フ
ィ
リ
ピ
ン
の
増
加
が
始
ま
る
。

他
方
、
バ
ブ
ル
経
済
の
進
行
に
伴

い
、
製
造
業
や
建
設
業
を
中
心
に

外
国
人
の
単
純
労
働
の
需
要
増
と

不
法
就
労
が
問
題
化
し
、
こ
れ
を

執
筆伊

藤　

智
啓

政
策
局
統
計
情
報
課
担
当
係
長

表１　外国人人口の多い市区－全国（2019年1月1日現在）

増加数(人) 増加率

1 大阪市 （大阪府） 137,467 5.1% 5,885 4.5%
2 横浜市 （神奈川県） 97,532 2.6% 6,092 6.7%
3 名古屋市 （愛知県） 83,244 3.6% 4,688 6.0%
4 神戸市 （兵庫県） 48,205 3.1% 1,325 2.8%
5 京都市 （京都府） 46,451 3.3% 2,169 4.9%
6 新宿区 （東京都） 43,068 12.4% 640 1.5%
7 川崎市 （神奈川県） 41,702 2.8% 2,891 7.4%
8 福岡市 （福岡県） 37,130 2.4% 1,873 5.3%
9 川口市 （埼玉県） 35,988 6.0% 2,709 8.1%
10 江戸川区 （東京都） 35,710 5.1% 2,253 6.7%
資料：住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（総務省）

2018年中の増加総人口に
占める割合

外国人人口
（人）

市区

（元データ）
年 登録外国人総人口に占め総人口（日本人日本人

12月31日 1952 12,568 1.2 1,049,132 1,049,132

12月31日 1955 14,777 1.3 1,150,846 1,150,846

12月31日 1960 16,815 1.2 1,387,960 1,387,960

12月31日 1965 18,581 1.0 1,806,461 1,806,461

12月31日 1970 20,648 0.9 2,262,625 2,262,625

12月31日 1975 20,979 0.8 2,629,548 2,629,548

3月31日 1980 20,619 0.7 2,808,106 2,787,487

3月31日 1985 24,079 0.8 3,036,963 3,012,884

3月31日 1990 38,603 1.2 3,249,210 3,210,607

3月31日 1995 46,723 1.4 3,327,993 3,281,270

3月31日 2000 56,167 1.6 3,459,244 3,403,077

3月31日 2005 69,965 1.9 3,614,069 3,544,104

3月31日 2010 77,419 2.1 3,704,419 3,627,000

3月31日 2015 82,489 2.2 3,733,554 3,651,065

6月30日 2019 101,039 2.7 3,753,759 3,652,720
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図１ 外国人人口の推移－横浜市
（1952年～2019年）
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7
受
け
る
形
で
１
９
９
０
（
平
成

２
）
年
に
入
管
法
（
出
入
国
管
理

及
び
難
民
認
定
法
）
が
改
正
さ
れ

た
。
こ
れ
に
よ
り
、
日
系
３
世
と

そ
の
配
偶
者
と
子
供
に
対
し
て
、

就
労
制
限
の
な
い
在
留
資
格
が
付

与
さ
れ
る
よ
う
に
な
り
、
そ
の
影

響
で
南
米
の
ブ
ラ
ジ
ル
や
ペ
ル
ー

が
急
増
す
る
こ
と
と

な
っ
た
。

　

そ
の
後
は
、
中
国

の
増
加
が
目
覚
ま
し

く
、
２
０
０
０
（
平

成
12
）年
に
は
韓
国
・

朝
鮮
を
上
回
る
水
準

に
達
し
、
現
在
は
４

万
人
を
超
え
て
国
籍

別
で
最
多
と
な
っ
て

い
る
。
一
方
、
長
年

ト
ッ
プ
の
座
に
あ
っ

た
韓
国
・
朝
鮮
は
漸

減
傾
向
に
あ
る
。
近

年
で
は
、
ベ
ト
ナ
ム

と
ネ
パ
ー
ル
の
増
加
が
著
し
く
、

２
０
１
５
（
平
成
27
）
年
の
人
口

で
比
較
す
る
と
倍
増
の
勢
い
と

な
っ
て
い
る
。

　

現
在
、
本
市
に
居
住
す
る
外
国

人
の
国
籍
（
出
身
地
）
の
数
は
、

１
６
０
の
国
や
地
域
に
及
ぶ
。

　

中
国
、
韓
国
・
朝
鮮
、
フ
ィ
リ

ピ
ン
、
ベ
ト
ナ
ム
の
上
位
４
か
国

で
全
体
の
７
割
を
占
め
る
が
、
地

域
別
に
分
類
し
、
そ
の
割
合
を
み

る
と
、
こ
れ
ら
を
含
む
ア
ジ
ア
が

圧
倒
的
に
高
く
、

・
ア
ジ
ア　
　
　
　

86
・
７
％

・
中
南
ア
メ
リ
カ　

４
・
７
％

・
ヨ
ー
ロ
ッ
パ　
　

４
・
２
％

・
北
ア
メ
リ
カ　
　

３
・
１
％

・
ア
フ
リ
カ　
　
　

０
・
７
％

・
オ
セ
ア
ニ
ア　
　

０
・
５
％

の
順
と
な
っ
て
い
る
。

４  

外
国
人
の
人
口
規
模

　

表
３
か
ら
、
直
近
の
２
０
１
９

（
令
和
元
）
年
６
月
末
日
現
在
の

本
市
の
外
国
人
人
口
は
10
万
１
０

３
９
人
、
総
人
口
に
占
め
る
割
合

は
２
・
７
％
で
、
西
区
の
人
口

（
10
万
３
０
６
０
人
）
に
匹
敵
す

る
ほ
ど
の
規
模
に
ま
で
大
き
く

な
っ
て
い
る
。

　

行
政
区
別
に
み
る
と
、
地
理
的

に
京
浜
工
業
地
帯
か
ら
市
の
中
心

部
に
か
け
て
の
鶴
見
区
、
神
奈
川

区
、
西
区
、
中
区
、
南
区
で
、
総

じ
て
多
く
の
外
国
人
が
居
住
し
て

い
る
。
こ
の
一
帯
は
、
製
造
業
や

小
売
業
、
飲
食
・
宿
泊
サ
ー
ビ
ス

の
事
業
所
が
集
積
し
て
お
り
、
こ

れ
ら
５
区
で
市
全
体
の
外
国
人
の

半
数
に
達
す
る
。

　

特
に
中
区
は
、
横
浜
港
が
開
港

し
た
頃
か
ら
外
国
人
居
留
地
と
し

て
栄
え
、
各
国
の
領
事
館
や
外
国

人
向
け
の
施
設
が
置
か
れ
た
こ
と

な
ど
も
あ
り
、
か
ね
て
か
ら
多
く

の
外
国
人
が
居
住
す
る
土
地
柄
で

あ
る
。
現
在
も
、
外
国
人
人
口
が

18
区
中
１
位
、
人
口
の
１
割
を
外

国
人
が
占
め
て
い
る
。

　

し
か
し
近
年
、
そ
の
様
相
は
変

化
し
つ
つ
あ
り
、
か
つ
て
の
中
区

の
一
極
集
中
か
ら
、
市
内
各
区
で

外
国
人
人
口
が
急
増
し
て
い
る
。

最
近
５
年
間
の
状
況
を
み
る
と
、

日
本
人
が
８
区
で
減
少
す
る
中
、

外
国
人
は
泉
区
で
唯
一
減
少
し
た

以
外
は
、
緑
区
な
ど
14
区
で
３
割

超
の
大
幅
な
増
加
と
な
っ
て
い
る
。

５  

人
口
動
態

　

２
０
１
８
（
平
成
30
）
年
の
１

年
間
に
本
市
の
人
口
は
７
９
５
１

人
増
加
し
た
が
、
内
訳
は
日
本
人

が
１
８
５
９
人
に
対
し
、
外
国
人

が
６
０
９
２
人
で
、
増
加
の
８
割

近
く
を
外
国
人
が
占
め
た
。

　

図
２
で
、
こ
こ
５
年
間
の
動
向

を
み
て
も
、
外
国
人
は
増
加
幅
が

拡
大
傾
向
で
あ
る
の
に
対
し
、
日

本
人
は
２
０
１
８
（
平
成
30
）
年

を
除
き
縮
小
傾
向
に
あ
る
。
こ
の

背
景
に
は
、
日
本
人
は
２
０
１
５

（
平
成
27
）
年
を
境
に
出
生
と
死

亡
と
の
差
が
マ
イ
ナ
ス
（
自
然

表３　行政区別の外国人人口－横浜市（2019年6月末日現在）

外国人 日本人
横浜市 3,753,759 101,039 2.7% 31.9% 0.2%
鶴見区 294,955 13,371 4.5% 39.3% 2.1%
神奈川区 239,725 7,189 3.0% 42.7% 2.5%
西区 103,060 5,209 5.1% 42.0% 4.3%
中区 151,696 16,949 11.2% 13.5% 0.3%
南区 199,923 10,562 5.3% 34.7% ▼ 1.1%
港南区 215,245 2,684 1.2% 30.1% ▼ 1.7%
保土ケ谷区 204,859 5,582 2.7% 32.3% ▼ 0.3%
旭区 247,480 3,066 1.2% 49.6% ▼ 1.6%
磯子区 168,120 4,886 2.9% 47.4% 0.8%
金沢区 199,184 3,211 1.6% 35.8% ▼ 2.9%
港北区 347,672 6,761 1.9% 28.7% 3.0%
緑区 181,245 4,052 2.2% 52.8% 0.6%
青葉区 308,563 4,290 1.4% 40.3% 0.0%
都筑区 212,345 3,544 1.7% 41.8% 0.5%
戸塚区 281,666 4,231 1.5% 34.0% 1.6%
栄区 121,046 1,095 0.9% 16.7% ▼ 2.9%
泉区 153,196 2,501 1.6% ▼ 1.8% ▼ 1.7%
瀬谷区 123,779 1,856 1.5% 30.6% ▼ 2.7%

最近5年間の人口増加率外国人人口
（人）

総人口に
占める割合

総人口
（人）

-4,000

-2,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年

図２ 最近５年間の人口増加数－横浜市
（2014年～2018年）

日本人 外国人 総人口（日本人＋外国人）

（人）

表２　国籍別外国人人口の推移－横浜市（1952年～2019年） （単位：人）
年 外国人総数 中国 韓国・朝鮮 フィリピン ベトナム ネパール 台湾 インド タイ 米国 ブラジル ペルー 英国
1952 12,568 4,213 6,861 52 1 … … 32 6 520 － … 267
1955 14,777 4,489 8,382 73 1 … … 49 2 704 1 … 236
1960 16,815 4,698 9,697 64 － … … 47 5 1,202 5 … 341
1965 18,581 5,245 10,309 72 … … … 55 … 1,637 … … 318
1970 20,648 5,525 11,368 91 6 … … 62 21 1,818 45 … 372
1975 20,979 4,920 12,222 134 … … … 64 36 1,517 74 … 365
1980 20,619 4,430 12,689 159 50 … … 88 47 1,197 58 7 379
1985 24,079 5,371 13,456 482 112 … … 142 91 1,534 89 17 548
1990 38,603 9,649 15,704 2,067 366 … … 162 291 2,177 2,671 1,151 829
1995 46,723 12,700 15,289 3,365 627 … … 292 595 2,344 3,849 1,376 978
2000 56,167 17,219 15,558 4,955 1,026 … … 443 992 2,489 3,758 1,512 1,038
2005 69,965 24,289 15,933 6,900 1,354 158 … 1,036 1,349 2,744 3,940 1,804 1,174
2010 77,419 33,584 15,273 6,614 1,841 529 … 1,395 1,453 2,388 3,078 1,522 893
2015 82,489 34,062 13,611 6,959 3,853 2,280 2,429 1,918 1,509 2,275 2,358 1,229 769
2019 101,039 40,420 13,565 8,551 7,746 3,993 2,874 2,931 1,681 2,636 2,601 1,221 834
・1975年までは年末、1980年以降は年度末現在（ただし2019年は6月末日現在）
・2010年までは中国に台湾が含まれている
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減
）
に
転
じ
て
お
り
、
そ
れ
を
上

回
る
だ
け
の
転
入
超
過
が
な
け
れ

ば
人
口
増
が
見
込
め
な
い
状
況
が

あ
り
、
外
国
人
の
増
加
が
本
市
の

人
口
増
を
支
え
て
い
る
構
図
が
顕

著
に
表
れ
て
い
る
。

　

表
４
で
、
要
因
（
動
態
）
別
に

み
る
と
、
外
国
人
は
自
然
増
が
少

な
く
、
増
加
の
ほ
と
ん
ど
は
社
会

増
に
よ
る
も
の
で
、
国
外
か
ら
の

転
入
超
過
が
９
０
８
７
人
と
増
加

に
大
き
く
寄
与
し
て
い
る
。
た
だ

し
、
移
動
量
（
転
入
＋
転
出
）
だ

け
で
み
る
と
、
国
際
移
動
よ
り
国

内
移
動
の
ほ
う
が
多
く
、
入
国
し

た
後
も
市
区
町
村
間
で
の
移
動
が

活
発
で
あ
る
。
そ
の
ほ
か
、
日
本

に
帰
化
す
る
外
国
人
も
年
間
３
０

０
人
ほ
ど
い
る
。

　

一
方
の
日
本
人
は
６
１
１
３
人

の
自
然
減
で
、
今
後
、
少
子
高
齢

化
の
進
展
に
よ
り
自
然
減
は
更
に

大
き
く
な
る
と
予
想
さ
れ
る
。
総

人
口
に
占
め
る
外
国
人
の
比
率
が

高
ま
る
現
状
に
お
い
て
、
こ
の

先
、
本
市
の
人
口
減
少
の
ペ
ー
ス

が
急
速
に
進
む
の
か
、
緩
や
か
に

進
む
の
か
は
、
外
国
人
の
人
口
動

態
に
か
か
っ
て
く
る
と
言
っ
て
も

過
言
で
は
な
い
。

６  

国
籍
ご
と
の
人
口
分
布

　

表
５
で
、
行
政
区
別
に
外
国
人

の
分
布
状
況
を
み
る
と
、
中
区
、

鶴
見
区
、
南
区
に
お
い
て
１
万
人

超
の
外
国
人
が
居
住
し
て
お
り
、

全
体
の
４
割
が
こ
の
３
区
に
集
中

し
て
い
る
。

　

居
住
エ
リ
ア
の
傾
向
は
、
国
籍

ご
と
に
異
な
る
。
人
口
が
最
多
の

中
国
は
、
中
華
街
を
抱
え
る
地
域

性
か
ら
、
中
区
が
最
も
多
い
。
韓

国
・
朝
鮮
の
ほ
か
、
米
国
も
中
区

が
最
も
多
い
。
米
軍
に
よ
る
主
な

接
収
は
解
除
さ
れ
た
が
、
区
内
に

米
国
人
向
け
の
施
設
や
住
宅
が
多

く
建
て
ら
れ
た
。
他
の
国
籍
で

は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
が
鶴
見
区
、
南

区
、
ベ
ト
ナ
ム
が
鶴
見
区
、
泉
区
、

ブ
ラ
ジ
ル
が
鶴
見
区
で
多
い
特
徴

が
み
ら
れ
る
。
製
造
・
建
設
業
を

中
心
に
外
国
人
の
就
労
を
受
け
入

れ
て
い
る
企
業
や
工
場
な
ど
が
こ

れ
ら
の
地
域
に
多
い
こ
と
に
起
因

す
る
と
考
え
ら
れ
る
。
留
学
生
が

多
い
ネ
パ
ー
ル
は
鶴
見
区
の
ほ

か
、
大
学
や
日
本
語
学
校
が
あ
る

神
奈
川
区
、
西
区
で
多
い
。
イ
ン

ド
は
緑
区
で
多
い
が
、
霧
が
丘
地

区
に
イ
ン
ド
人
が
通
う
ス
ク
ー
ル

が
あ
り
、
地
域
と
の
つ
な
が
り
も

深
い
。

７  

年
齢
構
成

　

図
３
は
、
外
国
人
と
日
本
人
、

そ
れ
ぞ
れ
の
年
齢
別
割
合
を
グ
ラ

フ
化
し
た
も
の
で
あ
る
。

　

生
産
年
齢
人
口
（
15
～
64
歳
）

は
外
国
人
が
83
％
で
、
日
本
人
の

63
％
よ
り
か
な
り
高
い
。

　

５
歳
階
級
別
に
み
る
と
、
外
国

人
で
最
も
多
い
階
級
は
25
～
29
歳

で
、
20
歳
か
ら
39
歳
ま
で
の
若
年

層
が
全
体
の
半
数
を
占
め
る
。
一

方
、
日
本
人
で
最
も
多
い
階
級
は

45
～
49
歳
で
、
20
歳
か
ら
39
歳
ま

で
の
層
は
２
割
程
度
に
と
ど
ま
っ

て
い
る
。

　

グ
ラ
フ
の
形
状
か
ら
も
、
日
本

人
は
少
子
高
齢
化
を
反
映
し
た
年

齢
構
成
で
あ
る
の
に
対
し
、
外
国

人
は
20
代
・
30
代
の
働
き
盛
り
の

年
代
が
多
い
年
齢
構
成
で
あ
る
の

が
分
か
る
。

８  

在
留
資
格
別
の
状
況

　

在
留
す
る
外
国
人
に
対
し
て

は
、
日
本
に
お
け
る
活
動
の
内
容

や
身
分
・
地
位
に
応
じ
て
「
在
留

資
格
」
と
呼
ば
れ
る
資
格
が
付
与

さ
れ
る
。

　

表
６
で
、
在
留
資
格
別
に
み
る

と
、
本
市
で
は
「
永
住
者
」（
一

般
永
住
者
）
が
３
万
３
９
０
６
人

と
最
も
多
く
、「
特
別
永
住
者
」（
在

日
韓
国
・
朝
鮮
人
な
ど
）
を
含
め

た
永
住
者
が
４
万
人
ほ
ど
と
な
っ

て
い
る
。

　

こ
の
ほ
か
、
人
数
の
多
い
順

に
、「
家
族
滞
在
」（
日
本
で
就
労

ビ
ザ
を
も
っ
て
働
い
て
い
る
外
国

人
の
配
偶
者
や
子
供
）、「
技
術
・

人
文
知
識
・
国
際
業
務
」が
続
く
。

　

一
方
、「
留
学
」や「
技
能
実
習
」

は
、
割
合
と
し
て
は
全
国
に
比
べ

表４　外国人の人口動態－横浜市（2016年～2018年） （単位：人）

出生 死亡 差引
A

転入 転出 差引
B

転入 転出 差引
C

帰化
D

職権等
E A+B+C+D+E

2016年 外国人 789 216 573 12,996 12,101 895 11,034 3,697 7,337 ▼ 372 ▼ 3,272 5,161
2017年 外国人 758 233 525 13,822 13,710 112 11,876 4,011 7,865 ▼ 417 ▼ 3,229 4,856
2018年 外国人 721 195 526 15,066 14,735 331 13,694 4,607 9,087 ▼ 351 ▼ 3,501 6,092
         ※日本人 27,170 33,283 ▼ 6,113 183,274 177,976 5,298 7,997 8,082 ▼ 85 351 2,408 1,859
資料：住民基本台帳による人口、人口動態及び世帯数（総務省）　　　　　　　　　　注：「国内移動」には市内移動を含む。

年次

自然動態 社会動態 人口増減国内移動 国際移動 その他の異動

表５　国籍別外国人の居住区別人口と割合－横浜市（2019年6月末日現在） ※表中の数値の左が人口（人）、右が総数に占める割合（％）

総数 101,039 100.0 40,420 100.0 13,565 100.0 8,551 100.0 7,746 100.0
１位の区 中区 16,949 16.8 中区 9,394 23.2 中区 2,138 15.8 鶴見区 1,329 15.5 鶴見区 1,172 15.1
２位の区 鶴見区 13,371 13.2 南区 5,349 13.2 鶴見区 1,595 11.8 南区 1,158 13.5 泉区 754 9.7
３位の区 南区 10,562 10.5 鶴見区 4,956 12.3 南区 1,511 11.1 中区 776 9.1 南区 657 8.5
４位の区 神奈川区 7,189 7.1 神奈川区 2,922 7.2 港北区 1,229 9.1 港北区 613 7.2 神奈川区 494 6.4

総数 3,993 100.0 2,931 100.0 2,636 100.0 2,601 100.0
１位の区 鶴見区 750 18.8 緑区 979 33.4 中区 629 23.9 鶴見区 1,186 45.6
２位の区 神奈川区 720 18.0 中区 319 10.9 港北区 303 11.5 磯子区 181 7.0
３位の区 西区 608 15.2 鶴見区 292 10.0 青葉区 251 9.5 緑区 155 6.0
４位の区 保土ケ谷区 413 10.3  保土ケ谷区 253 8.6 西区 194 7.4 金沢区 153 5.9

ベトナム

ネパール インド 米　国 ブラジル

外国人 総数 中　国 韓国・朝鮮 フィリピン
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9
本
市
は
ま
だ
低
い
が
、
そ
の
動
向

は
注
目
さ
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、

本
市
に
も
ア
ジ
ア
新
興
国
か
ら
多

く
の
留
学
生
や
技
能
実
習
生
が

入
っ
て
き
て
い
る
。

　

図
４
で
、
留
学（
８
７
６
８
人
）

は
、
中
国
が
４
割
を
占
め
て
最
も

多
く
、
ベ
ト
ナ
ム
、
ネ
パ
ー
ル
を

加
え
た
上
位
３
か
国
で
７
割
を
占

め
る
。
政
府
が
２
０
０
８
（
平
成

20
）
年
に
策
定
し
た
「
留
学
生
30

万
人
計
画
」
に
よ
り
、
ア
ジ
ア
諸

国
で
日
本
へ
の
留
学
ブ
ー
ム
が
起

き
て
い
る
こ
と
が
背
景
に
あ
る
。

　

技
能
実
習
（
３
５
７
３
人
）
は
、

ベ
ト
ナ
ム
が
６
割
を
占
め
、
中

国
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
、
イ
ン
ド
ネ
シ

ア
を
加
え
た
上
位
４
か
国
で
９
割

を
占
め
る
。
特
に
ベ
ト
ナ
ム
と

は
、
本
市
が
現
地
の
自
治
体
や
学

校
と
、
介
護
人
材
受
入
に
関
す
る

覚
書
を
締
結
し
て
い
る
が
、
今
後

ベ
ト
ナ
ム

以
外
に
も

対
象
国
を

広
げ
て
い
く
な
ど
、
海
外
か
ら
の

人
材
受
入
が
活
発
化
す
る
動
き
も

あ
る
。

９  

外
国
人
の
今
後
の
動
向

　

人
口
減
少
、
少
子
高
齢
化
の
進

展
、
さ
ら
に
は
労
働
力
人
口
の
減

少
へ
の
対
応
策
と
し
て
、
外
国
人

労
働
者
に
依
存
す
べ
き
か
ど
う
か

の
議
論
が
活
発
化
し
て
お
り
、
外

国
人
の
動
向
に
対
す
る
社
会
的
な

関
心
や
政
策
上
の
重
要
性
も
高

ま
っ
て
き
て
い
る
。

　

こ
う
し
た
中
、
深
刻
化
す
る
人

手
不
足
に
対
処
す
る
た
め
、
先

般
、
改
正
出
入
国
管
理
法
が
施
行

さ
れ
た
。
特
定
技
能
１
号
、
２
号

と
い
う
在
留
資
格
を
創
設
し
、
介

護
や
外
食
な
ど
特
定
の
分
野
で
外

国
人
労
働
者
の
受
入
れ
を
拡
大
す

る
も
の
で
あ
る
。
留
学
や
技
能
実

習
か
ら
の
移
行
も
多
く
見
込
ま
れ

て
お
り
、
今
後
、
対
象
分
野
の
拡

大
、
家
族
帯
同
、
さ
ら
に
永
住
へ

の
道
が
開
か
れ
る
こ
と
に
な
れ

ば
、
本
市
の
外
国
人
の
人
口
規
模

も
新
た
な
段
階
へ
進
む
こ
と
に
な

ろ
う
。

　

こ
れ
ま
で
み
て
き
た

よ
う
に
、
外
国
人
の
人

口
動
態
は
、
社
会
経
済

や
治
安
と
い
っ
た
国
際

情
勢
を
背
景
に
、
わ
が

国
の
外
国
人
に
対
す
る

政
策
転
換
や
労
働
力
需

要
、
国
民
の
意
識
な
ど

に
よ
っ
て
大
き
く
左
右

さ
れ
る
。
日
本
人
の
人

口
動
態
と
比
べ
て
も
、

そ
の
傾
向
や
パ
タ
ー
ン

が
統
計
上
か
ら
は
読
み

取
り
に
く
く
、
究
極
的

に
言
え
ば
、
外
国
人
に

と
っ
て
の
働
く
場
所
が

有
る
か
否
か
で
、
住
む

場
所
が
決
ま
っ
て
く

る
、
こ
う
し
た
言
い
方

も
で
き
る
か
も
し
れ
な

い
。
今
後
の
外
国
人
人

口
の
動
向
を
読
み
解
く
に
は
、
労

働
環
境
の
整
備
や
共
生
社
会
へ
の

取
組
を
は
じ
め
、
内
外
の
情
勢
の

変
化
を
い
か
に
的
確
に
把
握
し
て

い
く
か
が
ポ
イ
ン
ト
に
な
る
と
思

わ
れ
る
。

0%
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10%

12%

14%

図３ 外国人と日本人の年齢階級別割合－横浜市（2019年）

外国人 日本人

表６　在留資格別外国人人口－横浜市・全国（2018年12月末日現在）

人口(人) 割合(%) 人口(人) 割合(%)
総数 97,540 100.0 2,731,093 100.0
身分・地位に基づく資格（活動制限なし）

永住者 33,906 34.8 771,568 28.3
特別永住者 7,820 8.0 321,416 11.8
日本人の配偶者等 5,600 5.7 142,381 5.2
永住者の配偶者等 1,913 2.0 37,998 1.4
定住者 5,351 5.5 192,014 7.0

就労が認められる資格（活動制限あり）
技能実習 3,573 3.7 328,360 12.0
技術・人文知識・国際業務 10,057 10.3 225,724 8.3
技能 2,471 2.5 39,915 1.5
経営・管理 988 1.0 25,670 0.9
企業内転勤 1,409 1.4 17,328 0.6
教育 441 0.5 12,462 0.5
高度専門職 706 0.7 11,061 0.4
その他 1,167 1.2 18,520 0.7

就労の可否が指定される資格
特定活動 1,937 2.0 62,956 2.3

就労が認められない資格
留学 8,768 9.0 337,000 12.3
家族滞在 11,218 11.5 182,452 6.7
文化活動・研修など 215 0.2 4,268 0.2

在留資格 横　浜　市 全　　国

中国
43.4%

ベトナム
18.5%

ネパール
11.4%

韓国
4.7%

その他の国
22.0%

【留学】

ベトナム
61.0%中国

13.8%

フィリピン
8.9%

インドネシア
7.6%

その他の国
8.8%

【技能実習】

図４ 留学及び技能実習の国籍別割合－横浜市（2018年）


